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　2016年12月22日に成立した「義務教育の段階
における普通教育に相当する教育の機会の確保
等に関する法律」（以下、確保法）は、成立前
から現在に至るまで、多くの論者から批判を受
け、それを内に抱えたまま「見直し」のときが
迫っている。
　本稿では、確保法によって学校外における
「多様な学び」が制度化されることと、それに
伴って子どもの生活が「学び」を前提としたも
のとして語られていくことの危険性を、I.イリ
イチの学校化論とN.ローズの「心的なもの」
の統治論から分析し、昨今の日本のフリースク
ール／オルタナティブスクール論が持つ思想的
課題は何かを明らかにした。
　まず第一章において、確保法の制定に関して
どのような議論があったのかを整理し、それら
の議論において重視されていながらも十分に深
められていない論点として、学校外における
「学び」が制度化されることの意味があげられ
ることがわかった。
　そして第二章において、日本における代表的
なフリースクール／オルタナティブスクール論
者であり「多様な学び保障法を実現する会」の
共同代表である奥地圭子の思想的特徴を彼女の
著作から把握した。
　奥地はそこで、学校外における多様な「学び」
が制度化されることを通して社会の「学校信仰」
を打破し、不登校状態の子どもたちが差別や偏
見を受けることなく生きやすい社会ができると
考えていることがわかった。しかし、この思想
が2000年代の「子どもの学ぶ権利」の保障とい
う論理の中で再編されることで、「子どもの多
様な成長」の場としてのフリースクール／オル
タナティブスクールのあり方が「多様な学びの
場」として矮小化されて捉えなおされていくこ
とになった。
　それにともなって確保法の批判性は、「学び」
が「学校でなければならない」ということへの
批判という「学校批判」の水準にとどまり、子
どもが「学ぶ存在」であるという前提は問えな
くなった。
　第三章では上記の問題に関して、学校外の
「学び」が制度化されることの危険性を、I.イ
リイチの「学校化論」から専門的価値づけによ
る人々の「不能化」に見た。同時に、子どもの
生活が「学び」を前提とするものとして捉えら
れていくことを、N.ローズの「心的なもの」
の統治論から「子どもの学ぶ主体化」として捉
え、子どもの生活が「学び」を通して近代的な
主体として個の能力を高めるべく自ら統治され
るものになる危険性が隠されていく事態を見出
した。
　そして、上記の視点を踏まえて奥地の思想的
特徴を見直すと二つの点で本末転倒ともいえる
事態になっていることがわかった。
　まず、「学校信仰」を突き崩すために「多様
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な学び」を制度化することについて、学校化さ
れた価値観によって生み出された不登校への偏
見の問題を、個別学習計画という「学び」の資
格化によって解決を図ったという学校化された
解決法を取ろうとしたということがわかる。
　また、子どもの生活が「学び」を前提とされ
ることについても、奥地がかつて批判したはず
の“人的資本”論からの逃避先として用意され
たはずのフリースクールが、確保法による「子
どもの学ぶ主体化」を通して主体的に産業主義
的な統治性に組み込まれていくという事態にな
っているのだ。
　上記のような昨今のフリースクール／オルタ
ナティブスクール論の思想的課題を踏まえ、
「生」のあり方が統治されることに対する「オ
ルタナティブ」な「生」のあり方を模索する営
みとして、徳岡輝信の「脱制度的な知の可能性」
を取り上げ、これをI.イリイチの「コンヴィヴ
ィアリティ」の「道具」論から捉えなおすこと
で、その批判射程をフリースクール／オルタナ
ティブスクールから近代的な「諸道具」へと枠
を広げ、それぞれの場における他律的なものと
自律的なものの均衡状態を模索する営みを見出
す可能性を提示した。
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　本論文の目的は、中国の江蘇省でのインタビ
ュー調査を通して、中国の20代共働き女性の家
事・育児の実態と意識の概要を明らかにしたう
えで、彼女らが仕事と家事・育児の間でどのよ
うな葛藤に直面しているのか、そうした葛藤に
対してどのように対処しているのかを探ること
である。
　中国では、計画経済期に男女雇用促進などの
政策が採られ、中国女性の職場進出は非常に進
んでいると捉えられることが多い。特に都市に
おいては、夫婦で共働きをして家事も分担する
ことはごく普通の家庭生活パターンになり、家
事と育児だけに専念する専業主婦は非常に少な
い。共働き夫婦の妻にとって、いったん仕事を
辞めると再就職が困難なことや、仮に再就職で
きても次の就職先で社会保険が連続して計算さ
れないなどという理由で、よほどの理由がない
限り家事・育児のために仕事を辞めたくない人
がほとんどである。そうしたなか、2016年から
二人っ子政策が実施され、保育園へのニーズの
増加も問題とされている。
　こうしてみると、中国の女性は、日本の女性
以上に仕事と家事・育児の両方の負担が重そう
に思われる。こうしたなかで、中国の共働き女
性は仕事と家事・育児との間でどのような葛藤
を抱えているのだろうか。彼女らは家事・育児
と仕事の二重負担に直面しているのだろうか。
　そこで本論文では、中国の共働き女性の家
事・育児の実態と意識の詳細を明らかにすべ
く、江蘇省の20代共働き女性を対象とするイン
タビュー調査を実施した。2018年 6 月20日～ 8
月26日の間に、10名にインタビューを行った。
　調査結果を分析した結果、家事・育児をめぐ
る実態と意識として、主に次の点が明らかにさ
れた。2016年から全面的に実施された「二人っ
子政策」の影響を受けて、10人中半数以上の家
庭では二番目の子を産むつもりがあった。10人
中、夫が家事・育児を全然しないのは 2人、ほ
ぼしないのは 2人で、妻より多めに負担してい
たのは 1人だけであった。それにもかかわら
ず、彼女らが夫に一番求めているのは、もっと
家事・育児を分担することではなくて、もっと
稼ぐことだった。その理由は、夫が家事・育児
にあまり参加しなくても、親族がカバーしてく
れるからだと考えられる。対象者10人中 9人の
家庭では、祖父母とともに暮らしており、ほぼ
全員の家庭内に家事・育児の親族ネットワーク
が存在していた。
　また、共働き女性の仕事と家事・育児をめぐ
る葛藤とそれへの対応の仕方については、次の
ことが明らかになった。彼女らは、共働き女性
であっても、「女は家庭」という考えを捨てる
ことはできないと感じていた。そして、共働き
女性の理想的な生活状態とは、仕事と家庭を上
手に両立することであると考えていた。しか
し、彼女らは、仕事と家事・育児の二重負担に
はそれほど陥っていなかった。その理由は、彼
女らは、それほど労働時間が長くない仕事に就
いていたり、必要であれば一時的に仕事を辞め
て家庭に回帰していたからである。
　男女平等を実現するためには、男性の家事へ
の抵抗感を弱めることが重要であり、そのため
中国共働き女性の家事・育児分担に関する実態と意識
―江蘇省の20代を事例に―
賈蓮
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にも女性の経済的・職業的地位の向上が重要で
ある。しかし同時に、社会の人々からの女性に
対する家庭役割期待を弱めなければ、女性の経
済的・職業的地位の向上はうまくいかない。こ
の問題を解決するためにも、女性の自由意思を
尊重し、男女平等の考え方を普及させるととも
に、よりよい社会環境をつくることが必要であ
る。具体的に言うと、祖父母世代から若い世代
への理解である。中国の都市化の発展のスピー
ドは速いので、人間の考え方は社会的発展のス
ピードについて行けていない。特に、祖父母世
代は一人っ子か二人っ子かについて若い世代の
考えを尊重すべきである。
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　本稿は、中国の道徳教育を中心にして、中国
の道徳教育の変遷、中国の小学校の道徳教科の
現状、また道徳教科を担当している教員の感想
と経験を総括して、日本の「特別の教科　道徳」
に示唆をあたえようとする一つの試みである。
中国の政府は道徳教育の問題を解決するため、
継続的により良い道徳科の作り方を研究してい
る。この40年の間に、日本が参考にできる経験
は決して少なくない。両国の道徳教育の背景が
似ているし、道徳教育の主旨も近いので、中国
の道徳教育の経験を活かして日本の道徳教育に
示唆を与えることは可能と考えられる。
　本稿では、中国と日本の小学校の道徳教育の
変遷を、中国と日本に関する先行研究を通して
探究した。また、中国の小学校の道徳教育の現
状について、中国華東地域と華中地域でのイン
タビュー調査を通して把握した。その情報を明
らかにした上で、中国小学校の道徳教育の現状
と経験を総括して検討した。最後に、日本の小
学校の道徳教育に示唆を与えられる経験を探っ
た。
　日本の最初の道徳科は「修身」という科目で
ある。しかし、戦後に修身科はGHQによって
停止された。昭和33年、日本の道徳科教育が再
開され、「道徳の時間」が特設されたが、「道徳
の時間」は教科ではないので、その効用は非常
に限られていた。そのため、平成30年に、道徳
科を再び実施することが定められた。
　一方、中国最初の道徳科は「政治」という政
治性を強く帯びる道徳科であった。1981年、「政
治」の成人中心主義と形式主義を克服するため、
「政治」が「思想品徳」に変更された。2001年
の教育課程改革では、道徳教育の目標、内容、
評価などについて全面的な改革が進められ、従
来の「思想品徳」が「品徳と生活」（小 1－ 3）「品
徳と社会」（小 4－ 6）に統合された。
　現在の中国の道徳教育の実態を明らかにする
ため、本研究では青島市・上海市・鄭州市・蘇
州市の11名の若者と 5名の道徳科の教授経験が
ある教員を対象者としてインタビュー調査を実
施した。この調査により、中国の道徳教育の現
状として以下のことが明らかにされた。第 1
に、中国の道徳教育は、確実に、児童中心主義
の方法で、科学的に発展している。第 2に、道
徳科は、学習者にとって、授業を受ける時には
重視されていないが、あとで振り返って、非常
に重要な教科と認識されている。第 3に、学校
での道徳教育は発展しているが、親の家庭教育
の協力も大切であることがうかがえる。第 4
に、道徳科の評価は、主に「徳育手帳」で評価
するが、評価の基準と方法が混乱している。第
5に、道徳科の教員の能力について、その期待
水準は他の教科より高いが、「度」の把握、つ
まり教員が授業する時、どのぐらいの範囲で教
えるかがより大切であることがうかがえる。
　以上のように、中国の道徳教育の現状を明ら
かにした上で、日本の「特別の教科　道徳」へ
の示唆となりうる経験を総括できる。まず、教
育内容について、子どもの発達段階に応じて、
複雑すぎる、または争議になりやすい内容を避
けて教える必要がある。次に、教育方法につい
て、生徒の道徳性の基盤をつくるため、伝統的
中国の道徳教育の変遷と現状
―日本における「道徳の教科化」への示唆―
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な授業も必要だと考えられる。最後に、評価に
ついて、中国の道徳科には統一的な評価方法が
なく、道徳科の発展とともに道徳科の評価を参
考しない場合が増えているし、評価に反対する
教員もいる。したがって、道徳科の評価は必要
がない可能性があると筆者は感じている。
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　本研究では、サービスラーニングにおける学
生サポーター（ES）の活動実態や役割を明ら
かにするために、立命館大学が開講するサービ
スラーニング科目「シチズンシップ・スタディ
ーズⅠ/地域活性化ボランティア」の茨木キャ
ンパスの履修生 4名、学生サポーター（ES）
1名及び教員 1名を対象に、インタビュー調査
を行った。
　「シチズンシップ・スタディーズⅠ」は立命
館大学サービスラーニングセンターが開講する
通年（ 5月～12月）の正課科目である。同科目
は一回生から誰でも参加できる「サービスラー
ニング」の演習科目である。この科目で、履修
生は地域社会の事業（講演会をはじめ各種イベ
ント等）への参加と運営の補助などを通じて、
問題発見と課題探求の実践に取り組むことがで
きる。具体的には、それぞれのプロジェクトを
対象とする地域で、事業の着手から終了までの
一連の過程を知り、それに携わる人々の役割や
責務を体験的に学んでいく。この科目では、履
修生の市民としての倫理観・正義感・責任感
（シチズンシップ）への関心の育成を目的とし
ている。
　本研究の主な結果は、以下の通りであった。
　まず、学生サポーター（ES）の活動内容は、
①活動地域の基本的な情報を履修生に教えるこ
と（活動先による基本的な案内の代行）、②活
動時における助言、③イベント、発表会に対す
る助言、以上の三点にまとめることができた。
　一方、教員の活動内容は、①シラバス通りに
授業を進めること、②地域からの要請に対する
履修生への支援や日程調整の支援をすること、
③グループワークが自発的に進められるように
支援すること、以上の三点であった。
　ESは同科目の過去の受講生である故、履修
生と共に地域に入って活動をすることで、過去
の経験や知識をもとに、履修生を支援できる。
それにより、履修生は活動にイメージが持てる
ようになり、地域に馴染みやすくなることで、
活動が円滑に進められたことが分かった。
　一方、教員は授業内における専門的指導はも
ちろんのこと、履修生たちで授業運営ができる
ように方法論を伝授し、履修生たちの主体性の
育成に努めてきたことも明らかになった。主体
的に行動できる履修生たちはグループワークを
活発にし、ふりかえりを通して、他人と自身の
経験を学びに結びつくことができると考えられ
る。
　上記のことを踏まえてSLにおける教員や学
生サポーターとの役割は、次のように推察でき
る。まず、地域活動において、学生サポーター
は受講生の主体性を引き出し、活動の進行を助
ける存在である。受講生は学生サポーターから
経験を学び、活動していくプロセスを得ること
で、地域住民との関係構築能力や課題解決能力
につなげていると考えられる。
　一方、授業内において、学生サポーターはグ
ループワークの進行を助ける存在である。受講
生に近い目線からの学生サポーターの支援は、
受講生の自己理解、教員と受講生との間の相互
理解および相互コミュニケーション、受講生同
士のコミュニケーションにプラスの影響を与え
サービスラーニングにおける 
「学生サポーター」の役割について
―立命館大学「地域活性化ボランティア」を事例として―
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ているのではないだろうか。
　教員は学生の主体性を育て、自発的なグルー
プワークを促進する存在である。教員は受講生
が主体的にグループワークを進めるよう方法を
伝授することで、受講生のチームワーク力や共
有リーダーシップの形成に役立っていると考え
られる。
－101－
1 ．問題の所在および研究の背景
　国際化を推進するため、日本政府は積極的に
外国人材を呼び込んでいる。一方、外国人の離
職者も年々増加している。外国人を採用した企
業からは「外国人材の定着率が低い」という声
も上がっている（吉本、2011）。こうした状況
の中で、日本で働いている国際交流員（CIR）
のような外国人材を対象として長期的なキャリ
アについての研究が求められている。
2 ．研究の枠組み
　教育社会学のキャリア教育では、職業に限定
せず、より広く生き方の履歴といった意味をキ
ャリアに持たせることが多く、これはライフ・
キャリアや、広義のキャリアと言い換えうる
（小杉、2017）。
　よって本研究では、国際交流員（CIR）たち
は自分の望む働き方、働くことの価値をどこに
置き、どんな人生を送ろうとしているのかとい
う、自分らしい自己の実現過程として捉える。
3 ．本研究の社会的意義
　このように、本研究によって、外国人労働者
の定着について示唆が得られることが期待され
る。日本の企業はグローバル化が急がれてお
り、外国人とのコミュニケーションを円滑にす
ることは喫緊の課題で、その一助となると考え
る。
4 ．調査方法
　国際交流員（CIR） 8 名を対象に半構造イン
タビュー調査を行った。インタビューは録音し
て文字化を行い、木下（2007）の修正版グラン
デッド・セオリー・アプローチ（M－GTA）
に基づく分析を行った。
5 ．本研究で得られた知見
　インタビュー調査の結果、「CIRのキャリア
形成プロセスとライフイベント」モデル図（【表
1】）を生成した。そして、次のようなキャリ
ア形成のプロセスとその構造がある程度明らか
にされた。
　第一に、CIR制度について、「受け入れ自治
体の独特なシステム」は「一般企業とのギャッ
プ」があるため、CIR人材育成に対する受容や
支援も独特であること。
　第二に、職場の適応を求める過程の中で、
CIRらは自分らしいキャリアを望む一方、「外
国高度人材と企業での仕事経験者としてのギャ
ップ」と「企業での仕事経験者としてのギャッ
プ」を意識したこと。
　第三に、CIR制度と受け入れ自治体の事実」
と職場での「外国人CIRの葛藤」による、任期
終了後のCIRたちの再就職の困難に直面してい
ること。
外国人国際交流員のキャリア形成
―中国人国際交流員を事例として―
程雅芝
－102－
6 ．今後の課題
　今後の課題として以下の 3点が挙げられる。
第一に、調査対象者となったCIR 8 名のうち 7
名が中国出身となり、出身国に偏りがあること
挙げられる。第二に、CIRを受け入れている自
治体関係者への調査ができなかったことが、そ
して第三に、CIRは日本における外国人材のご
く一部であり、外国人材すべてに共通しうるモ
デルを提示したわけではないことが挙げられ
る。
　しかし、本研究の対象者と類似する外国人職
員の場合は、同様のキャリア形成プロセスをた
どる可能性が高い。そのため、同じ属性を持つ
外国人材を雇用する企業や、彼・彼女たちの雇
用を検討中の企業、そして就職活動を控えた
CIRを含めて在日外国人には、有益な知見を提
示できると思われる。
主要参考文献
木下康仁（2003）『グランデッド・セオリー・
アプローチの実践―質的研究への誘い―」
弘文堂。
小杉礼子（2017）「社会学の観点から（特集こ
の概念の意味するところ）―（キャリアと
は）」『日本労働研究雑誌』59（ 4 ）、75－77。
吉本恵子（2011）「外国人社員のキャリア
形成―キャリア・コンサルティングの事
例から―」『異文化間教育』33、28－42。
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【表 1】CIRのキャリア形成プロセスとライフイベ
ント
